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診療報酬改定率決定にむけての日本医師会の要望（総括）

日本医師会は、2011年12月2日の定例記者会見で「平成24年度予算編
成に向けての日本医師会の見解」を発表し、2012年度の診療報酬改定に
おけるネットプラスを要求した。そして、政界等に対し強力に働きかけるとと
もに、都道府県医師会長宛に同会見資料を発送し、地元選出国会議員に対
する働きかけをお願いした。

「平成24年度予算編成に向けての日本医師会の見解」
2011年12月2日 定例記者会見

2012年度の診療報酬改定にむけて

１．診療報酬は、前回を下回らないよう、全体（ネット）で引き上げること。

２．診療報酬改定率は、入院と外来にあらかじめ配分しないこと。配分の方

法は中医協の議論にゆだねること。

３．診療所、中小病院を中心に、不合理な診療報酬項目の是正を行なうこ

と。そのために、財源をしっかりと確保すること。
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財務省に対する日本医師会のアクション

財務省は、2011年11月22日に実施された提言型政策仕分けに、恣意的
に作成した資料を提出し、診療報酬本体について、「据え置く」6名、「抑制」3
名という結果を導き出した。

日本医師会は、11月28日、財政制度等審議会財政制度分科会に出席し、
財務省が病院勤務医と開業医の年収を比較していること、信頼性の低い医

療経済実態調査の単月調査データを用いていること等の問題点をただした

上で、

●前回改定は、入院（主として病院）に偏った配分がなされたこと

●地域医療が依然として危機的状態に瀕していることから、今回改定

では、診療所、中小病院に係る診療報酬上の不合理を重点的に是正

すべきこと

等を主張した。
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社会保障・税一体改革との関係

2011年6月30日、社会保障・税一体改革成案が政府・与党社会保障改
革検討本部で決定された（診療報酬改定率決定後の2012年1月6日には、
同素案を決定）。成案（その後の素案でも）では、急性期医療、在宅医療が

重視されているが、日本医師会は、一貫して地域医療全体の底上げが必要

であり、切れ目のない医療を提供すべきであると主張してきた。

社会保障・税一体改革素案に示された方向性（要約）

病院・病床機能の分化・強化

●急性期病床の位置付けを明確化（法案へ）

●病院・病床の機能分化・強化

●一般病棟における長期入院の適正化

在宅医療の推進

●在宅医療の拠点となる医療機関の趣旨及び役割を明確化
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2012年度の診療報酬改定率
今回の改定は、前回に引き続きプラスであり、かつ、あらかじめ入院・入院外

の配分が決定されることもなく、医科、歯科改定率の差も縮小した。
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薬価改定の内容

▲約5,000億円▲約4,500億円合計

▲約5,400億円▲約5,000億円市場実勢価格に基づく引き下げ

約700億円約700億円新薬創出・適応外薬解消等促進加算

約320億円約200億円不採算品再算定等、小児・オーファン等
の市場性加算などのプラス

▲約610億円▲約400億円後発品収載に伴う引き下げ、市場拡大再
算定などのマイナス

▲6.0％▲5.75％薬価ベース

2012年度改定2010年度改定

*出所：2011年12月7日中医協・薬価専門部会資料

薬価は全体では前回改定を下回るマイナスとなったが、新薬創出加算のプラ
スは医療費ベースで前回並み、市場性加算などのプラスは前回以上であった。
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2012年度 診療報酬の配分方針（大臣合意）

2011年12月21日 財務大臣・厚生労働大臣合意 民主党政策調査会長確認（抜粋）

平成24年度改定においては、概ね5,500億円の診療報酬本体の引上げを
行うこととし、その増加分を下記の3項目に重点的に配分する。

（重点項目）
・ 救急、産科、小児、外科等の急性期医療を適切に提供し続けることができ

るよう、病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減・処遇改善
の一層の推進を図る。
・ 地域医療の再生を図る観点から、早期の在宅療養への移行や地域生活

の復帰に向けた取組の推進など医療と介護等との機能分化や円滑な連
携を強化するとともに、地域生活を支える在宅医療の充実を図る。
・ がん治療、認知症治療などの推進のため、これらの領域における医療技

術の進歩の促進と導入を図ることができるよう、その評価の充実を図る。

今回改定では、財源について入院・入院外の区別はされなかったが、社会保
障・税一体改革成案（その後の素案）を踏まえて、急性期医療、在宅医療重視
の方向性が示された。
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2012年度改定の医科における配分
医科改定財源4,700億円は、病院勤務医等の負担軽減に1,200億円、在宅
医療等の推進に1,500億円、がん治療・認知症治療等の医療技術に2,000億
円配分された。

24年改定の医科重点項目について

2012年2月10日 中医協総会資料（厚生労働省保険局医療課作成）

１．救急、産科、小児、外科等の急性期医療を適切に提供し続けることができる
よう、病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減・処遇改善の一
層の推進を図る。

約１，２００億円

２．地域医療の再生を図る観点から、早期の在宅療養への円滑な移行や地域生
活の復帰に向けた取組の推進など医療と介護等との機能分化や円滑な連携
を強化するとともに、地域生活を支える在宅医療の充実を図る。

約１，５００億円

３．がん治療、認知症治療などの推進のため、これらの領域における医療技術
の進歩の促進と導入を図ることができるよう、その評価の充実を図る。

約２，０００億円
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診療報酬改定にむけての政府等の発言（１／２）

吉田泉財務政務官
「本体部分で1％程度引き下げたい」※5）

12.9

小宮山洋子厚生労働大臣
「（診療報酬全体で）プラスを主張する考えは変わっていない」※4）

12.9

小宮山洋子厚生労働大臣
「診療報酬改定については、（中略）今の財源の状況からして大幅という
のはもちろん無理なのですけれども、少しでも上乗せをしたい」※2）

9.20

小宮山洋子厚生労働大臣（衆議院厚生労働委員会）
「少しでも今の状況をよくするためにプラスにしたいという思いはそのまま
持っております。」※3）

11.30

野田総理大臣（就任前）（民主党 あるべき社会保障と財源を考える会）
「2010年度診療報酬改定では、財務・厚労の立場で長妻昭前厚生労働
相と厳しい交渉をした。次期同時改定は乾坤一擲のポイントになる。基本
的にマイナスはないだろう。」※1）

2011.8.25
内 容日 付

※1）2011年8月26日 Medifax ※2）厚生労働省 小宮山大臣閣議後記者会見概要
※3）衆議院厚生労働委員会議事録 ※4）2011年12月10日 日本経済新聞朝刊
※5）2011年12月11日 東京読売新聞朝刊
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診療報酬改定にむけての政府等の発言（２／２）

診療報酬改定率決定
全体＋0.004％（＋0億円）
本体＋1.379％（5,500億円）／医科＋1.55％（4,700億円）、

歯科＋1.70％（500億円）、調剤＋0.46％（300億円）

12.21

小宮山洋子厚生労働大臣
「産科、小児科、外科、救急という診療科の偏在を何とかするために、そ
ういうところをしっかりと支援していく」※9）

12.22

辻泰弘厚生労働副大臣
「厚労省としては大臣の方針通りにネットプラスを目指していきたい」※6）

2011.12.16

安住淳財務大臣
「なかなかプラスにしていくというのはやはり難しいであろうということは私
としての方針も変わらない」※7）

12.16

前原誠司政調会長
「われわれとしては、ネットプラスを求めることを政調役員会で了解いただ
いた」※8）

12.20

内 容日 付

※6）2011年12月16日 Medifax ※7）財務省 安住財務大臣閣議後記者会見の概要
※8）2011年12月20日 Medifax ※9）厚生労働省 小宮山大臣閣議後記者会見概要



社団法人日本医師会（2012年2月15日 定例記者会見） 10

まとめ

●全体（ネット）で、前回に続くプラス改定となったこと、医科はプラス1.55％
（4,700億円）であり、かつ入院・入院外の配分があらかじめ決定されな
かったことを評価する。政府与党はじめ関係各位に感謝申し上げる。また
中医協委員の方々の真摯なご議論にもお礼申し上げる。

●一方で、前回改定で、明確なエビデンスなく引き下げられた再診料を復活

できなかったことは遺憾である。しかしながら、中医協答申書の附帯意見
にも、今後検討を行なうと記載されているので、引き続き再診料をはじめと
する基本診療料の引き上げに尽力したい。

●財務省主導で「仕分け」が行なわれ、財務省が診療報酬の中味にまで介

入することが常態化しつつあるが、非常に問題である。財源ありきで方向
性が限定され、あるべき医療に歪みが生じかねない。診療報酬改定プロセ
スは財務省主導で進めるべきではない。
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日本医師会が見直しを求めた不合理14項目について（１／５）

再診料・外来診療料

患者の意思による同一日２科目の受診について再診料34点、外来診
療料34点が算定できるようになった。

②同一医療機関における

複数科受診時の診療科
別の評価

入院基本料基本点数30％控除→まずは精神病棟、結核病棟、有床診
療所入院患者が、透析または共同利用を進めている検査のため他の
医療機関を受診する場合について15％控除になり、今後の議論にむ
けての糸口となった。

③入院中の患者の他医療

機関受診の取扱いの見
直し

・再診料 据え置き

答申書附帯意見で「初再診料及び入院基本料等の基本診療料につい
ては、コスト調査分科会報告書等も踏まえ、その在り方について検討を
行うこと」とされた。

・地域医療貢献加算 名称変更と引き上げ・対象拡大

地域医療貢献加算 ３点

→自院の患者への時間外対応であることが確認された上、

以下のように新設・再編された。16頁参照
時間外対応加算１ ５点（常時）

時間外対応加算２ ３点（準夜帯）

時間外対応加算３ １点（輪番）

①再診料および地域医療

貢献加算の見直し

改定のポイント日本医師会の要望
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日本医師会が見直しを求めた不合理14項目について（２／５）

有床診療所の機能に着目した評価がなされた。
１．有床診療所緩和ケア診療加算 150点（１日につき）（新）
２．有床診療所 看取り加算
在宅療養支援診療所の場合 2,000点（新）
その他の場合 1,000点（新）

３．有床診療所の入院基本料を、一般病床、療養病床の双方の要
件を満たしている場合、相互算定を可に

４．介護療養病床で医療保険を算定できる病床
（現行）2室8床→（改定）全介護療養病床

④有床診療所の入院基本

料の引き上げ

療養病棟において、入院時既に発生している褥瘡に限り、治癒・軽
快後1か月間、医療区分2を継続して算定可能になった。

⑤療養病棟入院基本料にお

いて複数の疾患等を合併
している場合の医療区分
の引き上げ

療養病床入院中患者がBPSD増悪等により転院、再転院した場合
の評価が新設された。
・地域連携認知症集中治療加算 1,500点（退院時）（新）
・地域連携認知症支援加算 1,500点（60日以内の再転院時）（新）

⑥ 療養病棟入院基本料にお

ける認知機能障害加算の
再評価

改定のポイント日本医師会の要望
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日本医師会が見直しを求めた不合理14項目について（３／５）

パブリックコメント募集の際の参考資料に「２号側からは今後の議論
とすべきとの意見があったが、専門委員からは今後の議論とすべき
ではないとの意見があった」と記された。

⑧夜勤７２時間ルールの緩

和

１３対１、１５対１の特定除外項目が見直された一方、以下の評価が
新設された。

・急性期医療を担う救急医療機関、在宅からの受入機能の評価

救急・在宅等支援病床初期加算 １日につき150点（14日間）
・看護補助加算（13対1のみ） １日につき109点（30対1）
・一般病棟看護必要度評価加算（13対1のみ） １日につき5点
・重症児（者）の受入の評価

重症児（者）受入連携加算 入院初日2,000点

次頁につづく

⑨一般病棟入院基本料

１５対１の引き上げ

中医協で議論なし。⑦療養病棟入院基本料の

医療区分１の評価の見直
し

改定内容日本医師会の要望
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日本医師会が見直しを求めた不合理14項目について（４／５）

１３対１や１５対１は、医療従事者の確保が困難で医療機関が少な
い地域に存在する病院が少なくないが、そうした地域を対象に看護
配置等を緩和した評価などが新設された。

（例１）亜急性期入院医療管理料（１５対１）

・亜急性期入院医療管理料１（指定地域）1,750点
・亜急性期入院医療管理料２（指定地域）1,650点
※指定地域以外では、１３対１以上のみ算定可。

・亜急性期入院医療管理料１ 2,050点
・亜急性期入院医療管理料２ 1,900点

（例２）１病棟のみの小規模な病院では一般病床入院料を病棟単
位で算定できるようになった。

特定一般病棟入院料（指定地域）

１３対１入院料 1,092点
１５対１入院料 934点

⑨一般病棟入院基本料

１５対１の引き上げ

改定内容日本医師会の要望
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日本医師会が見直しを求めた不合理14項目について（５／５）

中医協で議論なし。
⑩特定疾患療養管理料に

おける病床区分の見直し

中医協で議論なし。⑬ コンピュータ断層診断の

要件の見直し

中医協で議論なし。⑭処方日数の適正化

在宅ターミナルケア加算が、ターミナルケア加算、看取り加算に再
編され、在支診以外が引き上げられた。

17頁参照

⑪在宅療養支援診療所、在

宅療養支援病院とそれ
以外の在宅点数格差是
正

⑫在宅ターミナルケア加算

の見直し

改定内容日本医師会の要望
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時間外対応加算の概要

（現行）地域医療貢献加算 ３点
標榜時間外に、患者からの電話等による問い合わせに応じる体制を整備

時間外対応加算１ ５点（常時）

●標榜時間外に常時、患者からの電話等の問い合わせに対応 ●原則自院で対応

時間外対応加算２ ３点（準夜帯）

●標榜時間外の準夜帯に、患者からの電話等の問い合わせに対応

●休日、深夜、早朝は留守番電話可 ●原則自院で対応

時間外対応加算３ １点（輪番）

●地域の医療機関と輪番による連携で、当番日の標榜時間外の準夜帯に、患者から

の電話等の問い合わせに対応 ●当番日の深夜、早朝は留守番電話可

●当番日は原則自院で対応 ●連携する医療機関数は３以下 ●連携に関する情報

は院内掲示及び患者に説明
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在宅医療 看取りとそのプロセスの評価

3,0003,0003,0003,000看取り加算

3,0004,0005,0006,000ターミナルケア加算

病床なし病床あり

在支診・

在支病

以外

従来型の

在支診・

在支病

機能を強化した

在支診・在支病

今回改定

改定前 在宅ターミナルケア加算
在支診・在支病10,000点 それ以外2,000点

ターミナルケア加算
死亡日及び死亡前14日以内に2回以上往診・訪問診療
看取り加算
患者の家族に対して充分な説明等を行い、患家で看取り

（点）



社団法人日本医師会（2012年2月15日 定例記者会見） 18

診療所の再診料等について

今回改定では再診料は据え置きであったが、時間外対応が実績に応じてより
高く評価されることになった。また、一般名による記載を含む処方せんの交付が
評価されることになった。

要件見直し

今回改定前回改定前回改定前

再診料 71点 再診料 69点

外来管理加算 52点

地域医療貢献加算 3点 時間外対応加算
5点・3点・1点

明細書発行体制加算 1点

一般名処方加算 2点
一般名による記載を含む処方
せんを交付した場合は、処方
せんの交付1回につき算定する

初診料電子化加算3点


